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この計画は、国土利用計画法第 8 条の規定に基づき、富谷市の区域において長期的に安定

した土地利用を図ることを目的として、富谷市の国土（以下「市土」という）の利用に関し

て必要な事項を定め、市土の総合的、計画的な利用を図る上での指針とするものである。本

計画は、宮城県国土利用計画（第六次）を基本とし、富谷市総合計画に即して策定するもの

であり、富谷市都市計画マスタープラン、富谷市立地適正化計画等、他の国土利用に係る計

画の基本となるものである。 

なお、この計画は、社会経済情勢の変化等により必要に応じて見直しを行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

  

はじめに  
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（１）市土利用の基本理念 

 

 市土は、市民のための限られた資源であり、現在及び将来における生活及び生産を通ずる

諸活動の共通の基盤であることから、公共の福祉を優先させ、かけがえのない地域の自然的、

社会・経済的、歴史的及び文化的条件に配慮して、良好な生活環境の確保と市土の均衡ある

発展を図る必要がある。 

 そのため、新たな土地需要にともなう開発に係わる調整に当たっては、土地利用の再生、

復元が容易ではないことを踏まえ、計画的かつ慎重に対応するとともに、住民ニーズの多様

化や社会経済情勢の変化にともなう市土利用の質的変化に対する要請に対応していくことが

必要となっている。 

 このような中で、本市のまちづくりの将来像として掲げている『住みたくなるまち日本一 

～100 年間ひとが増え続けるまち～』の実現に資するため、市土は市民のための限られた資

源・財産として認識し、公共の福祉を優先し、田園都市として、緑豊かな自然や農地などと

の調和を図りながら、バランスの取れた都市機能の配置を進め、将来にわたって豊かに安心

して暮らすことのできる持続可能な市土の形成を図ることを本計画の基本理念とする。 

 

（２）計画の構成と期間 

 

本計画は、国土利用計画法施行令第 1 条第 1 項及び第 3 項の規定に準じ、「市土の利用に

関する基本構想」、「市土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及び地域別の概要」、「計

画を達成するために必要な措置の概要」に関する事項を定めるものとする。 

計画の目標年次は、第 2 次富谷市総合計画の計画期間を踏まえ、令和 17（2035）年とし、

基準年次は令和 5（2023）年とする。 

 

 

（３）市土利用の現状 

 

 富谷市は、宮城県のほぼ中央に位置し、その市域は、東西約 7km、南北約 11km、総面積

49.18km2であり、豊かな自然に恵まれている。市域は、概ねなだらかな丘陵の尾根が全体と

して南北方向に走り、また、東北地方の骨格を形成し国土軸の機能を担う東北縦貫自動車道

及び国道 4 号が南北方向に縦断しているほか、仙台北部道路が東西に横断し、仙台都市圏に

１ 市土の利用に関する基本構想 
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おける自動車専用道路環状ネットワークの一翼を担っている。富谷ジャンクションのジャン

クションフル化により富谷インターチェンジから東北縦貫自動車道への直接乗り入れも予定

されている。 

令和 5 年（本計画の基準年）における市土面積に占める各地目の割合は、森林が 42.0％、

農地が 13.3％、宅地が 15.0％、道路が 9.0％、水面・河川・水路が 4.9％、その他が 15.8％

となっている。本市の土地利用は、北部の平坦地を利用するまとまった農地のほか、市街地

が主要な道路に沿って形成されている。市域の東部は大亀山森林公園、県民の森などを中心

とする森林主体の構成となっている。 

また、東北地方の中枢都市である仙台市に隣接する地理的優位性や良好な自然的条件から、

昭和 40 年代後半頃から南部の丘陵地を中心に大規模住宅団地開発が行われてきた。現在も

住宅地としてのニーズは高く、住宅用地の継続的な供給が求められている。 

 産業構造は、他市町村への通勤世帯を主体とする住宅都市としての性格を強めてきている

が、本市を含む仙台北部地域は、昭和 61 年に仙台北部中核テクノポリスに指定を受けて以

来、着々と産業集積が進みつつある。今後も、本市ならびに近隣町村への関連企業等の進出

が見込まれ、県等による産業集積の推進計画と本圏域への企業進出の旺盛なニーズを背景に、

本市においては県内有数の規模となる成田二期北工業用地などの造成が計画されており、豊

かな自然に恵まれた従来からの定住機能を維持しながら、産業の中核となる工業の強化が今

まで以上に求められている。 

 

（４）市土利用上の諸課題 

 

① 人口減少エリアにおける市土管理水準等の低下 

 人口動態の変化は、市土の利用にも大きな影響を与えるが、人口増加が見込まれるエリア

においては、その受け皿となる居住地の確保が必要であり、既に人口減少等が進展している

エリアでは土地利用の効率の低下が懸念され、空き家対策の推進などが必要となる。 

また、農地利用については、農業就業者の高齢化と担い手不足が進む中、営農等の効率化

や新規就農者の確保、担い手による農地集積・集約を進めていくことが必要である。 

このため、市の持続的発展を維持し、市民が豊かさを実感できる市土づくりを目指す観点

から、生活や生産水準の維持・向上に結びつく土地の有効利用を一層、推進するとともに、

市土の適切な利用と管理を通じて市土を荒廃させない取組を進めていくことが重要な課題と

なる。 

 

② 自然環境と景観等の悪化 

市民に親しまれている大亀山森林公園等は、本市の良好な自然環境や生物の多様性を形成

しており、美しい田園都市としての景観等を保全し、次世代に引き継ぐべき貴重な資源であ

る。 
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また、農林業従事者の減少や高齢化等による人手不足を背景とした土地への働きかけが減

少すると、田畑や山林においても、自然環境や景観の悪化、イノシシなど野生鳥獣の生息数

増加と生息域拡大により、農作物や森林の食害の深刻化、さらには自然資源の管理や利活用

に係る知恵や技術の喪失等が懸念される。 

今後は、自然環境の保護を行うエリアと、人為的土地利用を進めるエリアの適正な住み分

けを効果的に進めるとともに、地球温暖化による生態系への影響等、気候変動の影響を最小

限に抑えるため、国を挙げて進めている再生可能エネルギーの適正かつ有効な利用を本市で

も進める必要がある。 

一方で、FIT 制度等に支えられた再生可能エネルギー利用による発電施設等の整備拡大は、

それ自体が新たな開発圧力となり自然的土地利用の減少を招くことにも繋がっており、特に

太陽光発電施設は、比較的安価に発電設備が調達できる代わりに、まとまった広大な土地が

必要であること、他方で、他の用途では利用が困難な斜面の活用に適していること等から、

他地域においては、地価の安い山間部の森林に設置されることが多く、森林減少の一因とな

っている。 

森林は、二酸化炭素の吸収源としての役割に加え、土砂災害の防止等の多面的機能を有し

ており、近年の豪雨災害対策としてもその重要性が高まっている。このため、森林の適切な

維持・管理を推進するとともに、富谷市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業

との調和に関する条例（以下、富谷市再エネ設備設置条例という。）に基づき、自然環境や市

民の生活環境に配慮し、再生可能エネルギーと環境の調和を図る必要がある。 

 

③ 安全・安心な市土利用 

東日本大震災以降も、全国各地で自然災害が多発しており、特に、地球温暖化等の影響か

ら、毎年のように台風や線状降水帯による局地的な集中豪雨による被害が発生している。本

市においても、災害への備えとして富谷市地域防災計画、富谷市国土強靱化地域計画等を策

定しているが、将来予想される巨大地震や近年多発する風水害等の大規模災害の発生に備え、

土砂災害警戒区域など災害リスクの高い地域における土地利用のあり方についても、適切な

避難行動や土地利用の転換等、幅広い対策の検討が求められている。 

 

④ デジタル技術の活用 

適正な市土利用・管理を推進するに当たっては、人口、高齢化率、農地の耕作者、森林関

連情報の管理状況、災害リスク、土地利用状況、交通インフラ整備状況、都市計画情報など、

分野横断的な地域の情報を地理情報システム（GIS：Geographic Information System）等に

より一元的に把握し、対策を検討していくことが重要である。とりわけ、市土の管理構想を

具体化するに当たって、管理を効率的・効果的に実施するための情報が必要となる。 

市土の現状を正確に把握した上で、市民に広く共有することを基本的な方向とし、自然災

害や環境問題への対応、産業・経済の活性化、豊かな暮らしの実現につながる地理空間情報
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等のデジタルデータやリモートセンシング等のデジタル技術を活用するとともに、市土の状

況把握・見える化、まちづくり、農林業等の課題に応じたデジタル技術の実装を推進するこ

とにより、市土利用・管理の効率化・高度化を図る必要がある。 

 

⑤ 多様な主体の参加と官民連携による地域課題の解決 

市内の一部エリアでは、人口減少等の進行に伴う土地利用ニーズの低下等を背景とした管

理不全の土地や空き家の発生が懸念されるなか、適正な市土利用・管理を推進するに当たっ

ては、市民の発意と合意形成を基礎として、多様な主体の参加や官民連携による取組を促進

していくことが重要である。 

 

（５）市土利用の基本方針 

 

本市は、地理的優位性があり、多様な人材に恵まれた基礎的条件、住民意向及び社会経済情

勢、並びに諸課題を踏まえ、市土利用の基本方針を以下のように定める。 

 

① 適切な市土管理と機能的なまちづくりを実現する市土利用 

本市でも今後は高齢化の進展や空き家の発生などが課題となり、土地の有効利用及び適正

管理の水準が低下していくと考えられる。他方、新型コロナウイルス感染症がもたらした働

き方の変化は、今後も一定の需要を発生させ、首都圏や仙台市中心部を始めとする都心部か

らの移住・定住を後押しするものでもあり、このような土地利用の問題解決を図り、本市を

活性化させる可能性も有している。ついては、本市が有する自然的・社会的・文化的・歴史

的諸条件を十分考慮し、森林、農地、宅地等相互の土地利用転換については、市土管理及び

機能的なまちづくりの観点、また土地利用の再生、復元が容易でないことなどに留意し、地

理空間情報等のデジタルデータやリモートセンシング等のデジタル技術を活用し、市土の状

況把握・見える化等により、市土の有効利用と土地利用転換の適正化を図りながら、計画的

かつ慎重に行うものとする。さらに、市土の利用目的に応じた区分に対応する土地需給量の

調整を行うとともに、市土の質的な向上を図るものとする。 

 

② 自然環境と景観等の保全・創出・活用によるバランスの取れた市土の形成と利用 

市民に親しまれている大亀山森林公園、県民の森等は、本市の良好な自然環境や生物の多

様性を形成しており、美しい田園都市としての景観等を保全し、次世代に引き継ぐべき貴重

な資源である。このような自然条件の優れた本市の生態系ネットワークを適正に維持管理し、

里山から農地、市街地に連なる自然環境と景観を総合的に保全し、美しい景観を維持・創出

する取組を継続していく。また、これらの取組により、自然の有する物質循環機能や市土保

全機能の健全な発揮を促し、自然の仕組みを上手に利用した共生型の市土づくりを進める。 

従って、土地利用の量的調整に関しては、人口・世帯数の増加や、産業用地ニーズの高ま
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りを踏まえ、住宅地や工業地などの都市的土地利用について、自然環境や生物多様性に配慮

し、低・未利用地等の有効利用を促進するとともに、計画的に良好な新市街地の形成を図る。

また、農地、森林、河川などの自然的土地利用については、自然の循環機能に配慮しつつ、

食料や林産物の供給の基礎的な基盤として農地の利用集積等を推進するとともに、環境保全

や自然にふれあえる場等の公益的機能を有する資源として、市民のみならず広く共有する財

産として維持・保全に努め、災害に強く、自然と調和したバランスの取れた持続可能な市街

地の整備を促進するように土地利用を図る。 

 

③ 安全安心を実現する市土利用 

 市土利用の質的向上に関しては、公害の防止など、市土の快適性及び健康性を維持すると

ともに、歴史的風土等の地域資源を生かした活性化を図りつつ、自然資源の確保及びその総

合的有効活用を進めるなど、土地の有効利用によって美しく質の高い生活環境を維持し、誇

りと生きがいをもてる市土の形成を図る。 

また、東日本大震災等の地震のみならず、近年各地で甚大な被害を及ぼしている台風、集

中豪雨などの災害に対しては、避難路の確保と孤立化防止が重要であり、地域の特性を踏ま

えた適正な土地利用を基本としつつ、被災時の被害を最小限に抑える「減災」や迅速な回復

を図るための「事前復旧」の考え方も踏まえ、防災拠点の確保とともに、生命を維持するた

めに必要な各種ライフラインの途絶を防ぐための多重化・多元化を進め、災害に強い市土及

び市街地形成を進める。併せて、農業や森林の持つ市土保全機能の向上及び水系の総合的管

理を進めるなど、市土の安全性を総合的に高めることで、将来にわたって豊かに安心して暮

らすことのできる市土の形成を図る。 

 

④ 複合的な施策の推進と市土の選択的利用、ネットワーク型都市構造の形成 

今後、持続的かつ適切に市土を管理していくために、自然と調和した防災・減災の促進等、

複合的な効果をもたらす施策を積極的に推進するなど、市土に多面的な機能を発揮させるこ

とで、土地の利用価値を高めつつ、広域的な視点から各地域のバランスのとれた都市機能の

配置を進め、拠点間の有機的・機能的な連携のもとに、コンパクトかつネットワーク型の都

市構造の形成を図る。 

また、所有者不明土地の発生を抑制し、既存の所有者不明土地については、その解消ない

し地域による利活用や管理の仕組みを導入する等の方法により、放置化された土地による景

観や治安の悪化を防止するとともに、市民にとって最適な市土利用を選択するように努める。 

 

⑤ 多様な主体と連携した市土利用 

本市では市民・団体による自然環境保護や景観保全などの取組が進められている。これら

の取組を今後も推進・支援していくことに加え、一部エリアでの人口減少等の進行に伴う土

地利用ニーズの低下等を背景とした所有者不明土地や管理不全の土地の発生が懸念されるこ
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とから、適正な市土利用・管理を推進するに当たっては、市民や民間企業の発意と合意形成

を基礎として、民間企業等の多様な主体の参加や官民連携による取組を推進する。 

 

（６）利用区分別の市土利用の基本方向 

 

市土利用の基本方針を踏まえ、今後の利用区分別の市土利用の基本方向は以下のとおりと

する。 

 

① 農 地 

農地は、今後とも食料を安定的に供給する基礎的な生産基盤として、また市土や自然環境

の保全を図る上で重要な役割を担う機能を有しており、農地の多面的な機能が高度に発揮さ

れるように有効利用を図る。このため、農地の利用集積等の推進により農地の効率的な利用

と生産性の向上を図り、優良な農地の保全・確保に努めるとともに、本市の立地条件を生か

し、野菜、花き、果樹等の都市近郊型農業や地産・地消及び特産品のブランド化を促進し、

生産基盤の整備に努める。さらに、デジタル技術を活用し、スマート農業の加速化等による

生産性の向上を図る。 

また、荒廃農地発生等の要因となる鳥獣による農作物被害への対策を進めるとともに、市

街化区域内の農地については、良好な都市環境の形成及び災害時の防災空間の確保といった

農地の保全と利用を図る。農地への再生可能エネルギーの導入に当たっては、食料安全保障

の観点から、市内の農業生産の基盤である優良農地の確保や農村地域の活力の向上に特に配

慮する。 

 

② 森 林 

市土の保全、水源かん養、大気の浄化、地球温暖化の防止、生物多様性の確保等に資する

公益的機能のほか、自然環境を生かした環境教育や自然にふれあえる場などの各種機能を総

合的に発揮し得るよう、必要な森林の確保と保全を図る。なお、市街地等への転換に当たっ

ては、森林の有する機能の状況をみながら、周辺の自然環境及び本市の発展を考慮し、適正

規模で計画的に行うものとする。 

 

③ 水面・河川・水路 

水面・河川・水路は、水質の保全と自然の水質浄化作用、生物の多様な生息・生育環境等

現有する自然環境の保全・再生及び地域の景観、熱環境改善など多様な機能の維持・向上に

配慮するとともに、レクリエーション機能としての活用や、潤いのある水辺空間の有効利用

と親水機能の向上を図り、市民の日常生活においてゆとりとうるおいがあり、まちづくりと

連携した地域経済の活性化にも資する空間の創出を図る。 

水面は、自然環境の保全と農業用水などの水資源確保を図るための整備を進めるとともに、
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新たな市街地開発にともない必要となる防災調整池などの整備を図り、防災機能の強化を推

進する。 

河川は、水害の防止と安全性の確保を図るため、必要な整備を図る。 

水路は、農地の生産性を高めるため必要な用排水路の整備を進める。 

 

④ 道 路 

一般道路は、市民の日常生活や産業経済活動に欠くことのできない施設であることから、

市土の有効利用及び良好な生活基盤、経済基盤の整備を進めるため、国県道、都市計画道路

等の地域の骨格となる幹線道路や、生活道路となる市道等については、道路の段階構成に基

づく計画に応じて、整備に努める。道路網の整備に当たっては、安全性、快適性、利便性等

の向上、日常生活にうるおいを創出する道路景観の形成、災害防止、公共公益施設の収容等、

道路の多面的機能の発揮に留意するとともに、環境の保全に十分配慮する。 

農道及び林道は、農林業の生産性向上及び農林地の適正な管理を図るため、自然環境の保

全に十分配慮しつつ必要に応じた適正な整備に努める。 

 

⑤ 宅 地 

宅地は、東北縦貫自動車道東西の各地域を南北方向に縦断する国道 4 号及び都市計画道路

七北田西成田線の 2 軸沿いに連たんして形成する。 

住宅地は、地域の特性を生かし、個性的で魅力ある快適な居住空間の創出を目指す。また、

目標人口に対応する住宅地の量的な検討を踏まえ、利便性の高い、ゆとりとやすらぎのある

良質な住宅地を確保する。既存住宅地においては、耐震・環境性能を含めた住宅ストックの

質の向上を促進し、低・未利用地の有効利用等による緑地空間やオープンスペース、地域福

利増進施設等の確保や生活道路の整備を進めるなど、良好な居住環境の確保を図る。 

工業用地は、本市を含む仙台北部地域における自動車や半導体関連産業等の製造業用地の

ニーズの高まりや現代社会・ビジネスに不可欠なデータセンターなど、産業集積による安定

的な経済基盤の構築、市民所得の向上、就業機会の拡大を図るため、公害の防止や環境の保

全に配慮しながら東北縦貫自動車道や仙台北部道路等の広域高速交通網を積極的に活用し、

本市産業の中核となる新たな用地を確保する。 

その他の宅地については、本市の仙台都市圏における地理的条件を反映した経済規模の拡

大や経済のソフト化・サービス化に応じて、今後事務所や店舗用地等の需要増大が見込まれ

る。このため、周辺環境に配慮しながら計画的に適正規模の用地確保に努める。 

 

⑥ その他 

以上のほか、文教施設、公園緑地、厚生福祉施設等の公共公益施設用地は、人口の増加と

高齢化の進行を踏まえ、全ての世代が生き生きと暮らせる教育と福祉環境の充実を図るため、

交通の利便性や環境の保全に配慮しつつ、必要となる適正規模の用地確保を図る。 
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また、施設の整備に当たっては、防災機能の適正確保と災害時における避難施設としての

活用を考慮するとともに、太陽光発電設備の設置による再生可能エネルギーの導入拡大を図

る際には、重要性とニーズの多様化を踏まえ、地域との共生や環境の保全に配慮して、必要

な用地の確保を図り、新築における太陽光発電設備を最大限設置する。また、施設の整備に

当たっては、災害に強い構造とし、災害時における施設の活用に配慮するとともに、施設の

拡散を防ぐ観点から空き家・空き店舗等の活用や既存市街地への立地に配慮する。 

低・未利用地については、市土の有効利用の観点から、計画的かつ適正な利用を促進し、

耕作放棄地についても同様とする。 

 

⑦ 市街地（人口集中地区＊1） 

市街地においては、計画的な防災基盤整備や地域の自主的な防災活動を促進し、災害に強

い市街地の形成を図るとともに、緑豊かな美しい街並みの形成を図る。本市の人口は増加基

調にあるため、今後も市街地面積の拡大が予測される。このため、今後新たに市街化を図る

べき区域においては、地域の特性に配慮した良好な市街地整備を計画的に推進することとす

る。ただし、一部エリアでは既に人口減少に転じているため、中長期的には人口増加が鈍化

し、市街地規模が縮小する傾向に転じることも想定される。このため、仮に市街地の縮小が

始まった場合でも、市民の生活環境の質が維持できるように、可能な限り拠点地区へ都市機

能の集積を図ることとする。 

＊1：「国勢調査」の定義による人口集中地区(DID)である 
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（１）市土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

 

① 計画の目標年次は令和 17 年（2035 年）とし、基準年次は令和 5 年（2023 年）とする。 

 

② 市土の利用に関して基礎的な前提となる人口と世帯数については、目標年次の令和 17 年

（2035 年）において、それぞれ 53,800 人、23,000 世帯と想定する。 

 

③ 市土の利用目的に応じた区分（以下「利用区分」という。）は、農地、森林、宅地等の地

目別区分及び市街地とする。 

 

④ 市土の利用区分ごとの規模の目標は、利用区分別の市土利用の現況と変化についての調

査に基づき、将来人口等を前提とした今後の開発動向、多様化する住宅ニーズ等を考慮し

て、利用区分別に必要な土地需要面積を予測し、土地利用の実態との調整を行い、定める

ものとする。 

 

⑤ 市土の利用に関する令和 17 年（2035 年）の利用区分ごとの規模の目標は、次表のとお 

りである。 

なお、同表の数値については、今後の経済社会の動向に応じて弾力的に理解されるべき

性格のものである。 

 

  

２ 市土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要  
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市土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

単位：ha・％ 

 

注） 

・令和 5 年の値は参考表示である。 

・市街地は「国勢調査」の定義による人口集中地区(DID)である。 

・市街地の構成比は、市全域の面積に対する割合である。 

・第 1 次富谷市国土利用計画における転換エリア（高屋敷西、日渡、成田二期北、成田二期西、成田二期東、明石

台東二期）及び本計画における新たな転換エリア（三ノ関、国道 4 号沿い）の面積の増減を示している。 

・端数の処理により、個別の計と合計が合わない場合がある。 

  

令和5年

（2023年）

令和17年

（2035年）

農地 653 619 13.3 12.6 △ 34 94.8 99.6

田 562 533 11.4 10.8 △ 29 94.8 99.6

畑 91 86 1.9 1.7 △ 5 94.5 99.5

森林 2,068 1,803 42.0 36.7 △ 265 87.2 98.9

原野 0 0 0.0 0.0 0 - -

水面・河川・水路 240 245 4.9 5.0 5 102.1 100.2

水面 22 27 0.4 0.5 5 122.7 101.7

河川 184 184 3.7 3.7 0 100.0 100.0

水路 34 34 0.7 0.7 0 100.0 100.0

道路 442 460 9.0 9.4 18 104.1 100.3

一般道路 393 411 8.0 8.4 18 104.6 100.4

農道 49 49 1.0 1.0 0 100.0 100.0

林道 0 0 0.0 0.0 0 - -

宅地 738 1,024 15.0 20.8 286 138.8 102.8

住宅地 481 516 9.8 10.5 35 107.3 100.6

工業用地 22 159 0.4 3.2 137 722.7 117.9

その他の宅地 235 349 4.8 7.1 114 148.5 103.4

その他 777 767 15.8 15.6 △ 10 98.7 99.9

合計 4,918 4,918 100.0 100.0 0 100.0 100.0

市街地 693 734 14.1 14.9 41 105.9 100.5

R17/R5 年率

構成比

利用区分
令和5年

（2023年）

令和17年

（2035年）
増減
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（２）地域別の概要 

 

① 地域の区分は、市土の自然的、社会的、経済的、地理的諸条件及び市土の将来像を勘案

し、東北縦貫自動車道を境界として西部地域と東部地域の 2 地域に区分する。 

 

地 域 の 分 類 

地域の区分 地 域 の 範 囲 

西部地域 

とちの木、町上、町中、町下、ひより台、一ノ関、二ノ関、三

ノ関、太子堂、志戸田、富ケ丘、鷹乃杜、上桜木、あけの平、

大清水、日吉台、杜乃橋、熊谷、穀田の一部、原の一部、明石

の一部 

東部地域 
穀田の一部、原の一部、大童、今泉、大亀、石積、明石の一部、

西成田、東向陽台、明石台、成田 
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地 域 区 分 図 
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② 計画の目標年次、基準年次は（１）に準ずるものとする。 

 

③ 令和 17 年（2035 年）における地域別の土地利用の概要は次のとおりとする。 

 

１）西部地域 

 本地域は東北縦貫自動車道の西側の地域で、地域のほぼ中央部を仙台都市圏の大動脈で

ある国道 4 号が南北方向に縦断している。 

 地域の北部地区には、基盤整備が行われた農地が広がっているほか、大和町と接する丘

陵地は、貴重な緑地として良好な自然環境を呈している。これらの農地及び緑地は、今後

とも維持・保全し、有効に利用していくものとする。 

 市街地は、都市施設等整備の効率性や今後の宅地需要等を考慮し、国道 4 号を軸に連た

んする市街地の形成を進めるものとする。 

 このうち、しんまち周辺地区は奥州街道の宿場町に由来する貴重な街並みを残している

ことから、今後も本市の歴史と風土を象徴する街並みとして魅力ある景観の維持を図って

いく。また、しんまち周辺地区に形成されている既成市街地は、本市における文化・行政

等の拠点として機能しており、市内の各住宅団地の拠点と都市機能を分担しながら有機的

なネットワークを形成し、市土の結節点として拠点性を維持していくこととする。 

商業地は、日常生活の利便性に資するようバランスよく配置する。工業地は、既存の工

業地の整備・拡充を図るほか、富谷ジャンクションのジャンクションフル化の事業化が決

定した仙台北部道路を積極的に活用し、今後の工業用地のニーズに応える新規の工業・流

通用地整備を推進する。その際、公害の防止や環境保全に配意し、周辺地域の環境維持・

保全に努めるとともに、太陽光発電設備の設置による再生可能エネルギー導入を推進する。 

 なお、新たな市街地の整備に当たっては、公園等のオープンスペースを創出し、可能な

限り緑地の保全・整備を図り、緑豊かな美しくゆとりのある良質な市街地形成を推進する。 

 これらの市街地の一体化を図る連絡道路として、都市計画道路をはじめとする市道の整

備を進める。また、スポーツ、レクリエーション施設の中核として富谷市総合運動公園の

有効活用を図るとともに、公共公益施設用地をバランスよく位置づける。 

 

２）東部地域 

 本地域は、東北縦貫自動車道の東側の地域で、仙台市に隣接する南部の住宅団地を除き、

山林や農地で構成されている。これらの緑地は本市の基幹的な緑地となっていることから、

主要地方道仙台三本木線の東側の山林については、開発を抑制し保全を図っていくものと

する。 

 今泉、大童、西成田地区等の農地は、本市の農業の基幹となっており、今後とも効率的

な農地利用を図るとともに、大和町と接する北部の丘陵地は、貴重な緑地として今後とも

維持・保全を図っていくものとする。 
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市街地については、西部地域同様に都市施設等の整備効率、今後の宅地需要等を考慮し、

都市計画道路七北田西成田線及び宮沢根白石線を軸に連たんする市街地の形成を計画的に

推進していくものとする。地域南部の既存住宅団地及びその周辺は、ゆとりのある良質な

利便性の高い居住環境の維持を図るとともに、商業地や総合病院等の公共公益施設用地を

バランスよく位置づけ、日常生活の利便性の向上を推進する。また、東北縦貫自道車道及

び仙台北部道路周辺については、広域高速交通網の利便性を積極的に活用し、本市の産業

の中核となる工業用地として位置づける。 

地域の南部で基盤整備された優良農地については、貴重な食糧供給地として保全と有効

利用を図っていくものとする。 

なお、新たな市街地整備に当たっては、緑地を可能な限り保全し、緑豊かな市街地の形

成を進める。大亀山森林公園等の大規模公園は、市民のレジャー、レクリエーションの拠

点として今後も有効活用を図る。 

 また、市街地や主要施設のネットワークを形成する主要な動線として、都市計画道路を

はじめとする市道の整備を進める。 
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市土の利用は、本計画に基づき、公共の福祉を優先させるとともに、地域をとりまく自然

や社会、経済、文化的条件等を踏まえて総合的かつ計画的に進める必要がある。このため、

土地の所有者は、良好な土地管理と有効な土地利用に努めるとともに、本市は、各種の規制

措置、誘導措置等を通じた総合的な対策を実施する。 

なお、本計画は、本市に加え、地域住民や民間企業、NPO、学術研究者等の多様な主体の

活動により実現される。以下に掲げる措置は、それら多様な主体の参加と、各主体間の適切

な役割分担に基づき実施されるものである。 

 

（１）土地利用に関する法律等の適切な運用 

 

 土地基本法をはじめ、国土利用計画法、都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、

森林法等の関連する土地利用関係法の適切かつ一体的な運用を図ることにより、土地利用の

計画的な調整を推進し、適正な土地利用の確保と地価の安定を図る。 

 

（２）地域整備施策の推進 

 

 市土の均衡ある発展を図るため、幹線道路及び生活道路等の交通網の整備、既成市街地や

既存集落の環境整備、新市街地の計画的整備等の諸施策について、各地域の特性を生かすと

ともに、地域間の調和や現有する恵まれた自然環境との調和・保全に留意しつつ総合的に推

進する。 

 

（３）市土及び環境の保全と安全性、快適性、健康性の確保 

 

① 『住みたくなるまち日本一』を推進するため、市土の自然的利用から都市的利用まで、

一体的かつ体系的な利用を行う。 

 特に、市土の保全、自然環境の保全、文化財の保護、歴史的風土の保存、公害の防止等

を図るため、土地利用の適正な誘導や開発行為の適切な規制等により、総合的、計画的な

利用を図る。 

 

② 新たな住宅地や工業地等の開発にともない大規模な土地利用転換を行う場合は、その周

辺地域の土地利用に影響が及ぶことも考えられることから、周辺の良好な環境が維持でき

るよう事前に十分な調査を実施し、必要に応じて環境影響評価等を実施するなど、土地利

用の適正化を図る。 

３ 本計画を達成するために必要な措置の概要 
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③ 市土の安全性に係わる機能等の向上を図るため、優良林地の保全や治山施設の整備のほ

か、治水、利水施設整備などの諸施策を推進し、自然条件と土地利用配置との適合性に配

慮しつつ、適正かつ計画的な土地利用の規制・誘導を図る。市街地においては、防災基盤

の整備、地域住民の参画による地域防災力の強化、危険地域に関する情報提供等を進め、

ハードとソフトを融合させた総合的な安全性の向上を図る。 

 

④ 公害の防止等を図るため、騒音、振動等の著しい交通施設等の周辺において、緑地等の

緩衝施設の整備や緩衝機能を持つ土地利用の誘導等により、土地利用の適正化に努めると

ともに、河川等の水質保全、緑地の保全、その他の自然環境を保護するための各種土地利

用制度の適正な運用に努める。 

 

⑤ 地球温暖化防止と脱炭素社会の構築に向け、富谷市再エネ設備設置条例に基づき、自然

環境や住環境との調和を図りながら、太陽光や水素等のエネルギーの普及啓発を推進する。

併せて、緑地・水面等の効率的配置や公共交通機関の利用促進、環境負荷の少ない土地利用

の形成に努める。 

 

⑥ リデュース、リユース、リサイクルの 3Ｒを一層進めることで、豊かな自然環境や良好な

居住環境を維持し、循環型社会の形成を促進するとともに、環境の保全に十分配慮しつつ、

適切な土地利用を図る。 

 

（４）土地の有効利用の促進 

 

① 農 地 

農地は、優良農地の維持・保全を図るとともに、本市の立地条件を生かした野菜、花き、

果樹等の都市近郊型農地の確保や、特産品のブランド化等により生産性の向上に努める。ま

た、他地目への土地利用転換を行う場合には、地域農業に及ぼす影響に十分配慮するととも

に、無秩序な開発を抑制し、その他の土地利用との計画的な調整を図る。さらに、デジタル

や新技術活用の観点からは、スマート農業の加速化による生産性の向上を図る。 

一方、荒廃農地発生等の要因となる鳥獣による農作物被害への対策を進めるとともに、良

好な都市環境の形成及び災害時の防災空間の確保の観点からも、計画的な保全と利用を図る。 

 

② 森 林 

森林は、市土の保全、水源かん養、大気の浄化、地球温暖化の防止、生物多様性の確保等

の高い公益的機能を有しており、また、その育成には相当の期間を要するため、資源循環型

の森林資源の維持・整備を計画的に推進する。また、他地目への土地利用転換を行う場合に

は、災害の発生、環境の悪化等公益的機能の低下を防止することに十分配意して、周辺の土



- 18 - 

地利用との調整を図る。 

また、自然にふれあえる場等としての利用にも配慮するとともに、市街地や既存集落周辺

などの森林については、森林の有する諸機能を勘案しながら、自然環境の保全に配意しつつ、

地域の状況に応じた有効利用を図る。 

 

③ 水面・河川・水路 

水面・河川・水路は、農業用水として欠くことのできない施設である他、自然の水質浄化

作用、生物の多様な生息・生育環境等、現有する自然環境の保全・再生及び地域の景観、熱

環境改善など多様な機能を有しており、水質の維持・保全に資するよう、必要な整備を促進

するとともに、水害の防止を図るために必要な河川改修事業を促進する。また、市民の日常

生活における潤いを創出する水辺空間の有効利用と親水性の向上を図り、まちづくりと連携

した地域経済の活性化にも資する空間の創出を進める。 

 

④ 道 路 

一般道路である国県道、都市計画道路等の幹線道路及び高速交通体系の確立に資する仙台

北部道路の整備を促進するとともに、日常生活における安全性、利便性、快適性の確保に資

する生活道路を整備する。 

農道及び林道は、農林業の生産性の向上、農林地の適正な管理を図るため、必要に応じて

整備に努める。 

 

⑤ 宅 地 

住宅地は、上記の生活関連施設等の整備と併せて教育・福祉を含めた総合的な居住環境の

整備・向上を推進するとともに、目標人口実現への対応等、必要に応じて計画的な宅地開発

の検討・整備を行う。工業用地は、工業・流通業務機能の誘致を促進するとともに、地域社

会との調和及び公害防止に配慮しつつ、本市における高速交通網の高い利便性などの特性を

生かして計画的に整備を推進する。既存住宅地においては、耐震・環境性能を含めた住宅ス

トックの質の向上を促進し、低・未利用地の有効利用等による緑地空間やオープンスペース、

地域福利増進施設等の確保や生活道路の整備を進めるなど、良好な居住環境の確保を図る。 

なお、大規模な土地利用の転換に当たっては、事前に周辺地域も含めて十分な調査を行い、

市土の保全及び安全性の確保、環境保全に配慮する。また、道路、公園、下水道等の基盤施

設を一体的に整備することにより良好な新市街地の形成を推進する。 

 

⑥ その他 

以上のほか、市土の保全、自然環境の保全等に配慮しつつ、地域住民の利便性や生活環境

向上のため、文教施設、厚生福祉施設、交通施設等の公共公益施設を適正に配置する。 

低・未利用地については、市土の有効利用の観点から、計画的かつ適正な利用を促進する。 
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（５）土地利用転換の適正化 

 

土地利用の転換を図る場合には、いったん転換した後の復元が容易でないことから、その

影響の大きさに十分留意した上で、人口及び産業の動向、周辺の土地利用の状況、社会資本

の整備状況その他の自然的・社会的条件を考慮して適正に行うこととする。 

また、転換途上であっても、これらの条件の変化を考慮し、必要があるときは、速やかに

計画の見直し等の適切な措置を講ずる。さらに、効率的な市土利用の観点から、低・未利用

地の有効活用を優先し、原則として農地や森林等の自然的土地利用の維持を図る。 

 

① 農 地 

食料生産の確保、農業経営の安定や地域景観、自然環境、防災等の多面的機能に及ぼす影

響に配慮し、優良農地の確保、保全に十分留意しながら、他の土地利用との計画的な調整を

図る。また、農地への再生可能エネルギー発電施設の導入に当たっては、食料安全保障の観

点から、国内の農業生産の基盤である優良農地の確保に特に配慮するとともに、富谷市再エ

ネ設備設置条例に則り、自然環境及び市民の生活環境等に配慮する。 

 

② 森 林 

自然災害による被害を最小限にする市土づくりの観点から、多面的機能の高い森林の保全

に努め、環境の悪化や国土保全・二酸化炭素吸収等森林の公益的機能の低下を防止すること

に十分配慮して、森林法（昭和 26 年法律第 249 号）等の関係法令に基づき、周辺の土地利用

との調整を図る。また、富谷市再エネ設備設置条例に則し、生態系や景観への配慮も含めた

適正な土地利用を推進する。 

 

③ 大規模な土地利用の転換 

周辺地域をも含めて事前に十分な調査を行い、市土の保全と安全性の確保、環境の保全等

に配慮しつつ、適正な土地利用の確保を図る。 

また、地域住民の意向等地域の実情を踏まえた適切な対応を図るとともに、本市の総合計

画等の地域づくりの総合的な計画、公共用施設の整備、公共サービスの供給計画等との整合

を図る。 

 

④ 農地と宅地の混在する地域等 

農地と宅地が混在している地域においては、都市計画制度や農業振興地域整備計画制度の

適正な運用等により、農地、宅地等相互の土地利用の秩序ある共存を図る。また、市街化調

整区域内における空き家等の利活用など、地域の活性化や地域コミュニティの維持に努める。   

なお、太陽光発電設備等の設置による再エネの導入拡大に当たっては、富谷市再エネ設備

設置条例に則り、周辺の土地利用状況や自然環境、景観、防災等に特に配慮する。 
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（6）多様な主体との連携・協働による市土管理の推進 

 

土地所有者以外の者が、それぞれの特徴を活かして市土の管理に参加することにより、市

土の管理水準の向上等直接的な効果だけでなく、地域への愛着のきっかけや、地域における

交流促進、土地所有者の管理に対する関心の喚起など適切な市土の利用に資する効果が期待

できる。 

このため、国、県、市による公的な役割の発揮、土地所有者等による適切な管理に加え、

土地所有者、地域住民、企業、農林業団体、ＮＰＯ、行政、他地域の住民などの多様な主体が

連携・協働し、森林づくり活動や農地の保全管理活動への参加又は地元農産品の購入や緑化

活動への寄附など、様々な方法により市土の適切な管理に参画する市土管理への取組を推進

する。 

 

（７）市土に関する調査の推進と成果の普及啓発 

 

市土を科学的かつ総合的に把握するため、必要に応じて国土利用に関する調査を実施し、

総合的な利用を図る。 

また、市民による市土への理解を促し、計画の総合性及び実効性を高めるため、調査結果

の普及及び啓発を図る。 

 

（８）計画の効果的な推進 

 

持続可能な市土管理に資するため、計画の推進等にあたって各種指標を活用し、経時的な

土地利用の変化等を把握することにより、計画の点検と管理運営を行う。 

また、今後の市土の利用をめぐる社会経済情勢の変化に対応するため、本計画策定後も必

要に応じて計画の総合的な点検を行うよう努める。 
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（１）計画策定の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年　月　日 経　　　緯 備　考

令和７年

８月２５日 富谷市国土利用計画策定委員会（第１回）

１１月２１日 富谷市議会議員全員協議会

１２月１日 宮城県企画部地域振興課（土地対策班）への文書協議

同課へ国土利用計画案提出

　　　　１２月１５日 パブリックコメント実施（１月５日まで）

令和８年

　　　　１月６日 県より国土利用計画素案に対する意見について（回答）

　　　　２月９日 富谷市国土利用計画策定委員会（第２回）

　　　　２月１２日 富谷市議会議員全員協議会

　　　　３月１２日 令和８年第１回富谷市議会定例会
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（２）市土の利用区分の定義及び把握方法 

 

利用区分 定　　義 把握方法

１．農地 農地法第2条第1項に定める農地で、耕作

の目的に供される土地であって畦畔を含

む。

「作物統計」（農林水産省）の耕地面積の

うち「田」及び「畑」の合計。

２．森林 国有林と民有林の合計である。

なお、林道面積は含まない。

・国有林

イ　林野庁所管国有林

国有林野の管理経営に関する法律第2条に

定める国有林野から採草放牧地を除いたも

の。

東北森林管理局照会

「国有林野事業統計書」にいう「林地」及

び「林地以外」（うち、林道及び貸地内の

放牧採草地の面積を除く。）の合計であ

る。

ロ　官行造林地

旧公有林野等官行造林法第1条の規定に基

づき契約を締結しているもの。

東北森林管理局照会

「国有林野事業統計書」にいう「林地」及

び「林地以外」の合計である。

ハ　その他省庁所管国有林

林野庁以外の国が所有している森林法第2

条第1項に定める森林。

関係地方行政機関照会

・民有林

森林法第2条第1項に定める森林であっ

て、同条第3項に定めるもの。

県林業振興課照会

地域森林計画対象及び同計画対象外の民有

林の合計である。

３．原野等

（原野、採草放牧地）

農地法第2条第1項に定める採草放牧地

（農地以外の土地で主として耕作又は養畜

の事業のための採草又は家畜の放牧の目的

に供されるもの）と「世界農林業センサス

林業調査報告書」の「森林以外の草生地」

から国有林（ただし林野庁所管分に限る）

を除いた面積の合計。

「森林以外の草生地（合計）(※１）」－

「森林以外の草生地（国有のうちの林野

庁）（※１）」＋「採草放牧地（国有林野

貸付使用地）（※２）」

※１「世界農業センサス」又は「農林業セ

ンサス」により求める。

※２「国有林野事業統計書」による。

４．水面・河川・水路 水面、河川及び水路の合計である。

（１）水面 湖沼（天然湖沼及び人造湖）並びにため池

の満水時の水面。

・天然湖沼

面積10ha以上の天然湖沼を対象とする。

・100ha以上：「全国都道府県市区町

村別面積調」（国土地理院）の湖沼面積に

よる。

・10ha以上100ha未満：「第４回自然環境

保全基礎調査湖沼調査報告書」（環境省）

（図測等により補完）

・人造湖

堤高15m以上のダムで、各年４月１日時点

で竣工しているものを対象とする。

「ダム年鑑」（（財）日本ダム協会）の

湛水面積（図測等により一部補完））

・ため池

堤高15m未満の農業用ため池である。

「ため池台帳」（県農村振興課）
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利用区分 定　　義 把握方法

（２）河川 河川法第4条に定める一級河川、同法第5

条に定める二級河川及び同法第100条によ

る準用河川の同法第６条に定める河川区

域。

河川現況調査及び河川管理総括資料を基

に、河川改修実績等による変化量を加減

（県河川課照会）。

（３）水路 農業用用排水路。 以下の算式により面積を算出。

水路面積＝（整備済水田面積×整備済水田

の水路率）＋（未整備水田面積×未整備水

田の水路率）

５．道路 一般道路、農道及び林道の合計である。

（１）一般道路 道路法第2条第1項に定める道路。 「道路統計年報」の基礎資料

（県道路課照会）

（２）農道 ほ場内農道及びほ場外農道の合計である。 ほ場内農道面積及びほ場外農道面積は、以

下の算式により算出。

・ほ場内農道面積＝水田地域におけるほ場

内農道面積（Ａ）＋畑地域におけるほ場内

農道面積（Ｂ）

Ａ＝（整備済水田面積×整備済水田の農道

率）＋（未整備水田面積×未整備水田の農

道率）

Ｂ＝（整備済畑面積×整備済畑の農道率）

＋（未整備畑面積×未整備畑の農道率）

・ほ場外農道面積＝一定要件農道の延長×

一定幅員

（３）林道 国有林林道及び民有林林道の合計のうち、

林道規定第４条の自動車道を対象とする。

国有林林道及び民有林林道の延長に一定幅

員を乗じて面積を算出

・国有林林道の延長

「国有林野事業統計書」における自動車道

の延長を用いる。

・民有林林道の延長

「森林・林業統計要覧」の民有林の延長を

用いる。

６．宅地 建物の敷地及び建物の維持又は効用を果た

すために必要な土地。

「固定資産の価格等の概要調書」の宅地の

評価総地積に非課税地籍を加えたもの。

（村落地区については、地籍調査進捗状況

及び地籍調査実施前後の宅地面積変動率を

用いて補正量を推計し、加える。）

（１）住宅地 「固定資産の価格等の概要調書」の評価総

地積の住宅用地に、非課税地積のうち、県

営住宅用地、市営住宅用地及び公務員住宅

用地を加えたもの。

・「固定資産の価格等の概要調書」の評価

総地積（村落地区については地籍調査進捗

状況、地籍調査実施前後の宅地面積変動率

及び村落地区に占める住宅地割合を用い補

正した面積を加える。）

・公務員住宅用地（関係機関資料）
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利用区分 定　　義 把握方法

（２）工業用地 従業員４人以上の事業所敷地面積。 ・従業員30人以上の事業所敷地面積：

「工業統計調査」の事業所敷地面積（県統

計課照会）。

・従業員4人以上29人以下の事業所敷地面

積：以下の算式により算出

（従業員30人以上事業所の敷地面積）×

（従業員4人以上29人以下事業所の製造品

出荷額等）÷（従業員30 人以上事業所の

製造品出荷額等）（県統計課照会）。

（３）その他の宅地 「住宅地」及び「工業用地」のいずれにも

該当しない宅地（事務所用地、店舗用地

等）。

「宅地」から「住宅地」及び「工業用地」

を差し引いた面積。

７．その他 市土面積から「農地」、「森林」、「原野

等」、「水面・河川・水路」、「道路」及

び「宅地」の各面積を差し引いたものであ

る。

８．市土面積 「全国都道府県市区町村別面積調」(国土

地理院）

９．市街地 「国勢調査」による人口集中地区（DID）

である。（市町村の区域内で人口密度が１

平方キロメートル当たり約4,000人以上の

調査区がたがいに隣接して、その人口が

5,000人以上となる地域である。）

「国勢調査」
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（３）主要指標の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 

＜基準年値の根拠＞ 

・人口、世帯数、就業者数は令和 2 年国勢調査による。産業別就業者数は分類不能の業種を除く。 

・人口及び就業者数の構成比は、年齢不詳や分類不能の業種を除くため、合計が 100.0とならない。 

・年齢 3 区分人口は年齢不詳を除く。産業 3 分類は分類不能を除く。 

・市内総生産額及び一人当たり市民所得は、令和 4 年度宮城県市町村民経済計算による。 

・令和 5 年の市内総生産額の総額は、関税・消費税の加除のため第 1～3 次産業の合計額と一致しない。 

・工業出荷額は、2024 年経済構造実態調査（2023 年データ）による。 

＜令和 17 年値の推計方法＞ 

・人口は、第 2 次富谷市総合計画による。 

・世帯数は、世帯数及び世帯当たり人員の状況を考慮しトレンド推計した。 

・就業者数は、第 2 次総合計画が想定する 15 歳以上人口と市内生産額見通しを考慮して推計。 

・産業別就業者割合を想定し算出。 

・第 1 次、第 2 次、第 3 次産業総生産額は、第 2 次富谷市総合計画による。 

・工業出荷額は、市内総生産額の見通しを考慮して推計。 

・一人当たり市民所得は、第 2 次富谷市総合計画による。 

 

伸び率(％) 年率(％)

単位 令和5年 令和17年 令和5年 令和17年 R17/R5

人 51,651 53,800 100.0 100.0 104.2 0.3

０－１４歳 人 8,491 6,500 16.4 12.1 76.6 △ 2.2

１５－６４歳 人 31,812 32,480 61.6 60.4 102.1 0.2

６５歳以上 人 11,144 14,820 21.6 27.5 133.0 2.4

世帯 18,401 23,000 － － 125.0 1.9

人 25,280 26,600 100.0 100.0 105.2 0.4

第１次産業 人 266 250 1.1 0.9 94.0 △ 0.5

第２次産業 人 5,893 6,850 23.3 25.8 116.2 1.3

第３次産業 人 18,650 19,500 73.8 73.3 104.6 0.4

百万円 124,992 178,600 100.0 100.0 142.9 3.0

第１次産業 百万円 221 224 0.2 0.1 101.4 0.1

第２次産業 百万円 21,329 49,532 17.1 27.7 232.2 7.3

第３次産業 百万円 103,617 128,844 82.9 72.1 124.3 1.8

百万円 21,666 50,314 － － 232.2 7.3

万円 309 334 － － 108.0 0.6
６　市民所得の分配

　　一人当たり市民所得

区分
実数 構成比(％)

１　総人口

２　総世帯数

３　就業者数

４　市内総生産額

５　工業出荷額
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（４）市土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

（単位：ha・％） 

 

注） 

・令和 5 年の値は参考表示である。 

・市街地は「国勢調査」の定義による人口集中地区(DID)である。 

・市街地の構成比は、市全域の面積に対する割合である。 

・第 1 次富谷市国土利用計画における転換エリア（高屋敷西、日渡、成田二期北、成田二期西、成田二期東、明石

台東二期）及び本計画における新たな転換エリア（三ノ関、国道４号沿い）の面積の増減を示している。 

・端数の処理により、個別の計と合計が合わない場合がある。 

 

 

 

 

 

令和5年

(2023年)

令和17年

(2035年)

農地 653 619 13.3 12.6 △ 34 94.8 99.6

田 562 533 11.4 10.8 △ 29 94.8 99.6

畑 91 86 1.9 1.7 △ 5 94.5 99.5

森林 2,068 1,803 42.0 36.7 △ 265 87.2 98.9

原野 0 0 0.0 0.0 0 － －

水面・河川・水路 240 245 4.9 5.0 5 102.1 100.2

水面 22 27 0.4 0.5 5 122.7 101.7

河川 184 184 3.7 3.7 0 100.0 100.0

水路 34 34 0.7 0.7 0 100.0 100.0

道路 442 460 9.0 9.4 18 104.1 100.3

一般道路 393 411 8.0 8.4 18 104.6 100.4

農道 49 49 1.0 1.0 0 100.0 100.0

林道 0 0 0.0 0.0 0 － －

宅地 738 1,024 15.0 20.8 286 138.8 102.8

住宅地 481 516 9.8 10.5 35 107.3 100.6

工業用地 22 159 0.4 3.2 137 722.7 117.9

その他の宅地 235 349 4.8 7.1 114 148.5 103.4

その他 777 767 15.8 15.6 △ 10 98.7 99.9

合計 4,918 4,918 100.0 100.0 0 100.0 100.0

市街地 693 734 14.1 14.9 41 105.9 100.5

R17/R5 年率

構成比

利用区分
令和5年

(2023年)

令和17年

(2035年)
増減
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（５）利用区分別土地利用面積の推移（平成 27年～令和 5年）              （単位：ha） 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」、国勢調査 

 

（６）利用区分別土地利用面積の推移（構成比：平成 27年～令和 5年）          （単位：％） 

 

注：端数の処理により、個別の計と合計が合わない場合がある。 

 

基準年次

利用区分
平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

農地 679 675 673 661 658 659 649 649 653

田 602 599 597 585 582 581 564 563 562

畑 77 76 76 76 76 78 85 86 91

森林 2,151 2,134 2,134 2,089 2,065 2,068 2,068 2,068 2,068

原野 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水面・河川・水路 241 241 241 241 240 240 240 240 240

水面 22 22 22 22 22 22 22 22 22

河川 184 184 184 184 184 184 184 184 184

水路 35 35 35 35 34 34 34 34 34

道路 427 435 435 437 437 437 440 440 442

一般道路 377 386 386 388 388 388 392 392 393

農道 50 49 49 49 49 49 48 48 49

林道 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宅地 716 728 730 730 730 729 730 734 738

住宅地 452 459 462 465 468 469 472 477 481

工業用地 19 19 19 23 23 23 25 23 22

その他の宅地 245 250 249 242 239 237 233 234 235

その他 704 705 705 760 788 785 791 787 777

合計 4,918 4,918 4,918 4,918 4,918 4,918 4,918 4,918 4,918

市街地 560 560 560 560 560 693 693 693 693

基準年次

利用区分
平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

農地 13.8 13.7 13.7 13.4 13.4 13.4 13.2 13.2 13.3

田 12.2 12.2 12.1 11.9 11.8 11.8 11.5 11.4 11.4

畑 1.6 1.5 1.5 1.5 1.5 1.6 1.7 1.7 1.9

森林 43.7 43.4 43.4 42.5 42.0 42.0 42.0 42.0 42.0

原野 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

水面・河川・水路 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9

水面 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

河川 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7

水路 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

道路 8.7 8.8 8.8 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 9.0

一般道路 7.7 7.8 7.8 7.9 7.9 7.9 8.0 8.0 8.0

農道 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

林道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

宅地 14.6 14.8 14.8 14.8 14.8 14.8 14.8 14.9 15.0

住宅地 9.2 9.3 9.4 9.5 9.5 9.5 9.6 9.7 9.8

工業用地 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4

その他の宅地 5.0 5.1 5.1 4.9 4.9 4.8 4.7 4.8 4.8

その他 14.3 14.3 14.3 15.5 16.0 16.0 16.1 16.0 15.8

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

市街地 11.4 11.4 11.4 11.4 11.4 14.1 14.1 14.1 14.1
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（７）農地面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

注）市の人口は住民基本台帳（各年 9 月末現在）、県の人口は宮城県推計人口・国勢調査（各年 10月 1 日）による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 田 畑 計 市土面積 人口

市土面積

に占める

割合

人口1人当

り農地面

積

農地面積

県土面積

に占める

割合

人口1人当

り農地面

積

ha ha ha ha 人 ％ a/人 ha ％ a/人

平成27年 602 77 679 4,918 52,239 13.8 1.30 129,461 17.8 5.55

平成28年 599 76 675 4,918 52,479 13.7 1.29 128,579 17.7 5.52

平成29年 597 76 673 4,918 52,580 13.7 1.28 127,752 17.5 5.50

平成30年 585 76 661 4,918 52,559 13.4 1.26 126,902 17.4 5.49

令和元年 582 76 658 4,918 52,537 13.4 1.25 126,380 17.4 5.49

令和2年 581 78 659 4,918 52,483 13.4 1.26 125,806 17.3 5.47

令和3年 564 85 649 4,918 52,401 13.2 1.24 125,440 17.2 5.48

令和4年 563 86 649 4,918 52,315 13.2 1.24 125,255 17.2 5.49

基準年次

令和5年
562 91 653 4,918 52,268 13.3 1.25 124,480 17.1 5.50

目標年次

令和17年
533 86 619 4,918 53,800 12.6 1.15 － － －

農地面積
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（８）森林面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

注）市の人口は住民基本台帳（各年 9 月末現在）、県の人口は宮城県推計人口・国勢調査（各年 10月 1 日）による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 森林面積 市土面積 人口
市土面積に占

める割合

人口1人当り

森林面積
森林面積

県土面積に占

める割合

人口1人当り

森林面積

ha ha 人 ％ a/人 ha ％ a/人

平成27年 2,151 4,918 52,239 43.7 4.12 415,885 57.1 17.82

平成28年 2,134 4,918 52,479 43.4 4.07 415,655 57.1 17.84

平成29年 2,134 4,918 52,580 43.4 4.06 415,360 57.0 17.89

平成30年 2,089 4,918 52,559 42.5 3.97 414,275 56.9 17.91

令和元年 2,065 4,918 52,537 42.0 3.93 413,981 56.8 17.97

令和2年 2,068 4,918 52,483 42.0 3.94 413,521 56.8 17.96

令和3年 2,068 4,918 52,401 42.0 3.95 413,713 56.8 18.07

令和4年 2,068 4,918 52,315 42.0 3.95 413,558 56.8 18.14

基準年次

令和5年
2,068 4,918 52,268 42.0 3.96 413,570 56.8 18.27

目標年次

令和17年
1,803 4,918 53,800 36.7 3.35 － － －
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（９）農地、森林面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

     

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
農地、森林

面積の合計

市土面積に

占める割合

農地、森林

面積の合計

県土面積に

占める割合

ha ％ ha ％

平成27年 2,830 57.5 545,346 74.9

平成28年 2,809 57.1 544,234 74.7

平成29年 2,807 57.1 543,112 74.6

平成30年 2,750 55.9 541,177 74.3

令和元年 2,723 55.4 540,361 74.2

令和2年 2,727 55.4 539,327 74.1

令和3年 2,717 55.2 539,153 74.0

令和4年 2,717 55.2 538,813 74.0

基準年次

令和5年
2,721 55.3 538,050 73.9

目標年次

令和17年
2,422 49.2 － －
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（１０）原野等面積の推移と目標 

                        （参考）宮城県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
原野等

面積

市土面積に

占める割合

原野等

面積

県土面積に

占める割合

ha ％ ha ％

平成27年 0 0.0 3,703 0.5

平成28年 0 0.0 3,755 0.5

平成29年 0 0.0 3,755 0.5

平成30年 0 0.0 3,755 0.5

令和元年 0 0.0 3,755 0.5

令和2年 0 0.0 3,880 0.5

令和3年 0 0.0 3,880 0.5

令和4年 0 0.0 3,880 0.5

基準年次

令和5年
0 0.0 3,880 0.5

目標年次

令和17年
0 0.0 － －
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（１１）水面・河川・水路面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

注）市の人口は住民基本台帳（各年 9 月末現在）、県の人口は宮城県推計人口・国勢調査（各年 10 月 1 日）による。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 市土面積 人口

ha ha 人 ％ ha/千人 ha ％ ha/千人

平成27年 241 4,918 52,239 4.9 4.61 32,886 4.5 14.09

平成28年 241 4,918 52,479 4.9 4.59 32,876 4.5 14.11

平成29年 241 4,918 52,580 4.9 4.58 32,886 4.5 14.16

平成30年 241 4,918 52,559 4.9 4.59 32,917 4.5 14.23

令和元年 240 4,918 52,537 4.9 4.57 32,895 4.5 14.28

令和2年 240 4,918 52,483 4.9 4.57 32,969 4.5 14.32

令和3年 240 4,918 52,401 4.9 4.58 32,969 4.5 14.40

令和4年 240 4,918 52,315 4.9 4.59 32,939 4.5 14.45

基準年次

令和5年
240 4,918 52,268 4.9 4.59 32,912 4.5 14.54

目標年次

令和17年
245 4,918 53,800 5.0 4.55 － － －

水面・

河川・

水路面積

人口千人

当たりの

水面・河

川・水路

面積

水面・河

川・水路

面積

県土面積

に占める

割合

市土面積

に占める

割合

人口千人

当たりの

水面・河

川・水路

面積
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（
１
２
）
道
路
面
積
の
推
移
と
目
標
 

出
典
：「

土
地
利
用
の
現
況
と
施
策
の
概
要
」（

宮
城
県
国
土
利
用
計
画
管
理
運
営
資
料
）『

市
町
村
別
土
地
利
用
現
況
』」

 

注
）
市
の
人
口
は
住
民
基
本
台
帳
（
各
年

9
月
末
現
在
）、

県
の
人
口
は
宮
城
県
推
計
人
口
・
国
勢
調
査
（
各
年

1
0
月

1
日
）
に
よ
る
。
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（１３）宅地面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

注）市の人口は住民基本台帳（各年 9 月末現在）、県の人口は宮城県推計人口・国勢調査（各年 10 月 1 日）による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 住宅地 工業用地
その他の

宅地
計 人口

人口1人

当たり宅

地面積

宅地面積

人口1人

当たり宅

地面積

ha ha ha ha 人 ㎡/人 ha ㎡/人

平成27年 452 19 245 716 52,239 137.1 47,294 202.6

平成28年 459 19 250 728 52,479 138.7 47,728 204.9

平成29年 462 19 249 730 52,580 138.8 47,922 206.4

平成30年 465 23 242 730 52,559 138.9 48,145 208.1

令和元年 468 23 239 730 52,537 138.9 48,244 209.5

令和2年 469 23 237 729 52,483 138.9 48,336 210.0

令和3年 472 25 233 730 52,401 139.3 48,532 211.9

令和4年 477 23 234 734 52,315 140.3 48,620 213.3

基準年次

令和5年
481 22 235 738 52,268 141.2 48,676 215.0

目標年次

令和17年
516 159 349 1,024 53,800 190.3 － －

宅地面積
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（１４）住宅地面積の推移と目標 

                                         （参考）宮城県 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

注）市及び県の世帯数は住民基本台帳（各年 9 月末現在）による。 

       

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 住宅地面積 世帯数
1世帯当たり

住宅地面積
住宅地面積

1世帯当たり

住宅地面積

ha 世帯数 ㎡ ha ㎡

平成27年 452 18,411 245.5 28,717 296.0

平成28年 459 18,687 245.6 28,790 293.8

平成29年 462 18,898 244.5 28,956 293.0

平成30年 465 19,129 243.1 28,981 290.8

令和元年 468 19,359 241.7 29,092 289.3

令和2年 469 19,646 238.7 29,333 288.9

令和3年 472 19,873 237.5 29,472 287.7

令和4年 477 20,129 237.0 29,520 285.0

基準年次

令和5年
481 20,327 236.6 29,587 283.5

目標年次

令和17年
516 23,000 224.3 － －
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（１５）工業用地面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

注）市及び県の従業員数は工業統計表、経済センサス、経済構造実態調査（各年 6 月 1日現在）による。 

令和 2 年までは従業者数 4 人以上の事業所、令和 3 年以降は全事業所の従業者数。令和元年の市町村別データ

は公表されていない。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 工業用地面積 従業者数

従業員1人

当たり工業

用地

工業用地面積

従業員1人

当たり工業

用地

ha 人 ㎡ ha ㎡

平成27年 19 1,335 142.3 2,675 240.2

平成28年 19 1,267 150.0 2,675 233.4

平成29年 19 1,519 125.1 2,675 228.3

平成30年 23 1,512 152.1 2,868 241.6

令和元年 23 未公表 － 2,839 243.0

令和2年 23 1,367 168.3 2,882 257.8

令和3年 25 1,013 246.8 2,775 238.8

令和4年 23 1,214 189.5 2,901 249.3

基準年次

令和5年
22 1,169 188.2 2,978 259.0

目標年次

令和17年
159 3,480 456.9 － －
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（１６）その他の宅地面積の推移と目標 

（参考）宮城県 

 

出典：「土地利用の現況と施策の概要」（宮城県国土利用計画管理運営資料）『市町村別土地利用現況』」 

      

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

区分
その他の

宅地面積
市土面積

市土面積に

占める割合

その他の

宅地面積

県土面積に

占める割合

ha ha ％ ha ％

平成27年 245 4,918 5.0 15,902 2.2

平成28年 250 4,918 5.1 16,263 2.2

平成29年 249 4,918 5.1 16,291 2.2

平成30年 242 4,918 4.9 16,296 2.2

令和元年 239 4,918 4.9 16,313 2.2

令和2年 237 4,918 4.8 16,121 2.2

令和3年 233 4,918 4.7 16,285 2.2

令和4年 234 4,918 4.8 16,199 2.2

基準年次

令和5年
235 4,918 4.8 16,111 2.2

目標年次

令和17年
349 4,918 7.1 － －
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（１７）「その他」の面積の現況と目標 

 

 

 

（１８）市街地（DID)の人口と面積 

（参考）宮城県 

 

注）市街地人口、市街地面積、総人口は、国勢調査による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年

（2023年）

令和17年

（2035年）
増減

その他 777 767 △ 10

市土面積から、「農地」「森林」「原野等」「水面・河

川・水路」「道路」「宅地」の各面積を差し引いた面積

で、学校教育施設用地、都市公園等の公共施設用地等、

利用可能と想定される未利用地、人工雑種地、天然雑種

地など

面積（ha）

区分 備考

区分
市街地

人口

市街地

面積

市街地

人口密度
総人口

市街地人口

／

総人口

市街地

人口密度

市街地人口

／

総人口

人 ha 人/ha 人 ％ ha ％

平成2年 6,765 90 75.2 24,611 27.5 58.5 52.8

平成7年 7,450 90 82.8 30,224 24.6 58.3 56.1

平成12年 25,284 314 80.5 35,909 70.4 58.5 57.2

平成17年 25,140 324 77.6 41,593 60.4 58.4 58.1

平成22年 22,421 283 79.2 47,042 47.7 57.9 59.9

平成27年 36,121 560 64.5 51,591 70.0 58.1 64.1

令和2年 36,721 693 53.0 51,659 71.1 56.5 65.6

目標年次

令和17年
40,900 734 55.7 53,800 76.0 － －
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（
１
９
）
利
用
区
分
転
換
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
表
（
令
和

6
年
[2
02
4
年

]～
令
和

17
年
[2
03
5
年
]）
 

（
単
位
：

h
a
）
 

注
）
端
数
処
理
の
た
め
、
令
和

1
7
年
の
面
積
と
地
目
別
内
訳
面
積
の
合
計
が
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

1
ha

未
満
で
増
減
が
あ
る
利
用
区
分
に
つ
い
て
は

0
と
表
示
し
て
い
ま
す
。

 

 
 
「
森
林
」
の
減
少
面
積

2
65
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と
転
換
先
面
積
合
計

26
8h
a
の
不
一
致
は
造
成
後
の
測
量
結
果
に
よ
る
も
の
で
差
分
は
「
そ
の
他
」
に
て
調
整
し
て
い
ま
す
。
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